
（単位：千円）

金　　　額 金　　　額

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流　動　資　産 2,280,122 流　動　負　債 541,217

現 金 及 び 預 金 1,568,615 支 払 手 形 336,784

受 取 手 形 216,009 買 掛 金 122,926

売 掛 金 358,231 未 払 法 人 税 等 20,221

商 品 139,488 未 払 消 費 税 18,941

前 払 費 用 1,138 未 払 費 用 13,350

貸 倒 引 当 金 △ 3,361 前 受 金 629

預 り 金 237

賞 与 引 当 金 22,126

役 員 賞 与 引 当 金 6,000

固　定　資　産 115,407

有形固定資産 1,740 固　定　負　債 8,080

建 物 0 株式給付信託引当金 8,080

工 具 器 具 0 負 債 合 計 549,298

什 器 備 品 1,626 （純 資 産 の 部）

一 括 償 却 資 産 114 株主資本

無形固定資産 9,351 資   本   金 50,000

ソ フ ト ウ エ ア 8,191 利 益 剰 余 金 1,796,231

電 話 加 入 権 180 利  益  準  備  金 12,500

無形固定資産仮勘定 980 その他利益剰余金 1,783,731

投資その他の資産 104,315 別 途 積 立 金 550,000

投 資 有 価 証 券 71,462 繰 越 利 益 剰 余 金 1,233,731

差 入 保 証 金 297 （うち当期純利益） (136,027)

繰 延 税 金 資 産 32,556 純 資 産 合 計 1,846,231

資 産 合 計 2,395,529 負債及び純資産合計 2,395,529

注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

貸　　借　　対　　照　　表
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個別注記表 

 

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 

投資有価証券     移動平均法による原価法 

 

（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商品・部品      個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下による簿価切下げの方法により算定） 

 

（３） 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産     建物は定額法、その他は定率法 

② 無形固定資産     定額法 

 

（４） 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金      債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい 

ては見積繰入率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ 

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計 

上しております。 

② 賞与引当金      従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき 

計上しております。 

③ 役員賞与引当金    役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計 

上しております。 

④ 株式給付信託引当金  従業員の退職時株式給付等に備えるため、規程に基づく 

           期末見込給付額を計上しております。 

 

（５） 収益および費用の計上基準 

   当社は、産業用電気機械器具等（エンジン発電機、エンジン溶接機、エンジンコンプレッサ

等）とこれらの補修用部品の販売、付随する据付工事、更にメンテナンスサービスを行っており、

主に顧客と約束した仕様及び品質の製品等を提供することを履行義務として識別しております。

製品や部品の販売については、契約条件と照らし合わせて、約束した製品等の引渡時点にお

いて顧客が支配を獲得し、履行義務が充足されたものと判断し、顧客に製品等を引き渡した

時点で収益を認識しておりますが、国内の販売においては、出荷時から当該製品等の支配が

顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合がほとんどであるため、主として出

荷時に収益を認識しております。据付工事やメンテナンスサービスについては、役務提供の完

了時点が履行義務の充足時点と判断し、主として顧客による検収時に収益を認識しておりま



 

す。取引価格の算定については、顧客との契約において約束された対価から、値引、割引の

変動対価を控除した金額で算定しております。また、これらの対価は、履行義務の充足後、別

途定める支払条件により通常は１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりませ

ん。 

 

 

2.会計方針の変更に関する注記 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29号 2020年３月 31日。以下「収益認識

会計基準」という。）等を、当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が

顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認

識することといたしました。これにより、従来は営業外費用で計上しておりました売上割引につ

いては、売上高から控除しております。この結果、当事業年度の売上高は 249千円減少し、営

業外費用が 249千円減少しました。 

 


